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１，財務書類 4 表の作成にあたって 

（１）目的 

現在の自治体の会計制度は地方自治法により規定されていますが、これ

らは、民間で採用されている、「発生主義会計」に対して、「現金主義会計」

と呼ばれており、現金の収入と支出に重点を置いたものとなっています。 

このような現金主義だけでは、地方自治体の資産や債務の実態をつかみ

にくいことから、発生主義的な考え方を取り入れた決算資料の作成が求め

られるようになっています。 

  

（２）財務書類の作成条件 

対象とする会計の範囲は、一般会計だけではなく、特別会計を含めた全体

における財務書類の作成を行います。 

国においては、十勝圏複合事務組合や北海道市町村備荒資金組合などの一

部事務組合を含めた連結書類を作成するよう求めており、今後は、一部事務

組合を含めた連結会計における財務書類の作成となります。 

 

（３）作成基準日 

 令和元年度財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である令和２年３

月３１日とし、出納整理期間における取引は、３月３１日までに処理したも

のとしています。 
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（４）財務書類 4 表の種類 

「貸借対照表」 「行政コスト計算書」  「純資産変動計算書」 「資

金収支計算書」の４表を作成し公表することになります。 

 

① 貸借対照表 （BS） （様式第 1 号） 

貸借対照表は資産の状況とその資産を形成するための財源がどのように

調達されたのか示すもので、表の左側が、町が保有する土地や建物からなる

「資産」、右側がその資産を形成するために将来世代が負担する「負債」と

これまでの世代がすでに負担した「純資産」が示されています。左側の資産

には土地や建物、道路などのインフラ等の他、貸付金や基金などの将来現金

化する事が可能な財産が含まれています。 

負債には町債の他に、退職手当引当金などがあります。 

 

② 行政コスト計算書（PL）  （様式第２号） 

行政コスト計算書は、１年間の行政運営を行う中で、福祉サービスやごみ

の収集にかかる経費など、資産形成につながらない人件費や物件費などの行

政サービスに要するコスト（経常費用、臨時損失）に区分したものと、行政

サービスの対価として徴収する使用料及び手数料など（経常収益、臨時利益）

を対応させて表示したものです。行政コスト計算書は、企業会計でいう損益

計算書にあたるものですが、公会計では、損益をみることが目的ではなく、

町民のみなさんに提供する行政サービスの費用を明らかにするものです。 

経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差引いたも

のが、当該年度の純行政コストになります。 
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③ 純資産変動計算書（NW） （様式第 3 号） 

純資産変動計算書は、純資産（過去の世代や国・道が負担した将来返済し

なくてよい財産）が年度中にどのように増減したかを表示したものです。 

純資産の減少は、現役世代が将来世代にとって利用可能であった資源を費

消して便益を享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたこと

を意味します。逆に純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世

代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、将来世代の負担は軽減された

こととなります。 

 

④ 資金収支計算書（CF）  （様式第 4 号） 

１年間の資金の増減を①業務活動収支､②投資活動収支､③財務活動収支

に区分し残高を表示したもので､どのような活動に資金が必要であったかを

表示したものです｡ 
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２、令和元年度 陸別町一般会計等 

（１）一般会計等 貸借対照表（BS） 

 

 

 

一般会計 （単位： 千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金 純資産合計 22,348,016

資産合計 負債及び純資産合計 27,619,411

637,932
637,932

-
-
-

756,647
117,951

764
-

-

-

251,864
4,353,607
1,135,964
3,217,643

-
-
-

5,992,263
1,386,004

-
-

20,911
1,334,485

△ 1,032,701

182,824
252,029

△ 163,460
29,142,378

△ 18,330,295

- -
- 負債合計 5,271,394
-

14,888 27,500,696
11,104,387 △ 5,152,679

- -
- -

2,953,116 -
12,454,869 -

△ 7,290,809 608,839
1,639,626 545,627

△ 1,173,167 -

【様式第１号】

貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

科目 科目

26,862,763 4,662,555

金額 金額

20,870,501 4,052,574
9,464,329 -

865,806 609,981

20,310

- 63,212
- -

- -

1,365,694

1,206

-

-

27,619,411

△ 419
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①資産の部 

■固定資産 

有形固定資産（土地、建物、物品など）        ２０８億７千万円 

（前年度末 ２１５億円） 

※建設仮勘定・・・２カ年以上にわたって建設、整備されるものについ

て、まだ完成しておらず、共用を開始していないものについては、建設

仮勘定として資産の一部となります。 

※償却資産・・・建物や道路、水道など工作物については、毎年減価償

却されるので取得額とは異なり、減価償却の累計については△で記載さ

れています。 

無形固定資産（パソコンのソフトやシステム構築に係るもの） 

陸別町においては、ほとんどが、町村会の情報システム協議会への負担

金において措置しているので、この部分は出てきません。 

投資その他の資産（保有する有価証券の額面金額）    ５９億９千万円 

 （前年度末 ６１億６千万円） 

■流動資産 

現金、預金、税などの未収金、短期貸付金、財政調整基金 

   ７億６千万円 

（前年度末 ７億円） 

 

資産の合計が２７６億２千万円の資産を保有していることになります。 

（前年度末 ２８３億６千万円） 
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②負債の部 

■固定負債 

地方債の残高  ４０億５千万円 （前年度末３９億９千万円） 

退職手当引当金     ６億１千万円 （前年度末  ６億６千万円）  

当該年度末に在職中の職員が全員退職すると仮定した場合の退職金 

の見積額です。 

■流動負債 

地方債（1 年以内償還額） ５億５千万円 （前年度末  ５億１千万円） 

賞与引当金     ６千万円 （前年度末    ６千万円） 

賞与引当金は、職員等の賞与を支払うために当該年度の労務提供に対応

する期間の見積額を計上しています。 

翌年度６月に支払う期末・勤勉手当の支給額の予定額×4 ヶ月（12 月～

3 月）/6 ヶ月（全支給対象期間 12 月～5 月） 

 

負債の合計が５２億７千万円となり、この分が将来の世代が負担する額になり

ます。（前年度末 ５２億２千万円） 

 

③純資産 

資産と負債の差額２２３億５千万円が純資産となり、この額は、これまでの

世代が負担した額となり、将来返済が無い資産となります。（前年度末 ２３１

億４千万円） 
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 総  額（億円） 町民ひとりあたり（万円） 

資産 
２７６．２ 

（２８３．６） 

１，１８３．４ 

（１，２０２．８） 

負債 
５２．７ 

（５２．２） 

２２５．９ 

（２２１．６） 

純資産 
２２３．５ 

（２３１．４） 

９５７．５ 

（９８１．２） 

※令和２年３月末の人口 2,334 人。 

※（ ）内は前年数値（前年 3 月末の人口 2,358 人） 

 

貸借対照表では、陸別町の全資産２７６億２ 千万円のうち２２３億５ 千万

円の支払いが済んでおり、５２億７ 千万円が次世代の負担となっておりますが、

資産が負債の５．２倍あり町の財政の健全性が確保されているといえます。 
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（２）一般会計等 ⾏政コスト計算書 （PL） 

 

 自　平成31年4月1日
 至　令和2年3月31日

一般会計 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

金額科目

17,948

11,926

4,053,008

7,334

-

7,334

-

-

119,066

40,726

28,450

66

12,210

1,682,288

4,317,631

2,635,342

648,683

609,830

63,212

-

29,572

1,047,606

215,922

417,698

【様式第２号】

行政コスト計算書

4,063,622

6,022

1,945,933

292

134,942

254,009

1,019,440

100,590

825,611

1,061

△ 53,931
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① 人件費：６ 億４，８６８ 万円（前年度末６億７，３１３ 万円） 

職員に対する給料や議員報酬、賞与引当金繰入、退職手当引当金繰入な

どの合計額です。 

② 物件費等： １９億４，５９３ 万円（前年度末２０ 億４，６５８ 万円） 

消耗品費、燃料費、維持補修費、減価償却費などの合計額です。 

③ その他の業務費用： ４，０７３ 万円（前年度末４，３６４ 万円） 

町債の利子償還金などの合計額です。 

④ 移転費用: １６億８，２２９ 万円（前年度末１４億６，２６３ 万円） 

負担金や補助金、扶助費、他会計への繰出金などの合計額です。 

⑤ 経常収益： ２ 億５，４０１ 万円（前年度末２ 億３，７５４ 万円） 

使用料及び手数料などの合計額です。 

⑥ 臨時損失： ７,３３４ 万円（前年度末▲５，３４５ 万円） 

資産除却、災害復旧費などの合計額です。 

⑦ 臨時利益： １，７９５ 万円（前年度末６１２ 万円） 

資産売却などの合計額です。 

⑧ 純行政コスト：４０億５，３０１ 万円（前年度末３９億７，６９８ 万円） 

経常費用と臨時損失の合計と経常収益と臨時利益の差引額です。 

 

令和元年度の経常費用の合計額は４３億１，７６３ 万円で、行政サービス利

用に対する対価として住民のみなさんが負担する使用料や手数料などの経常収

益の合計額は２億５，４０１ 万円となっています。 

この額にそれぞれ臨時損失、臨時利益を加えた合計の収支である純行政コス

ト４０ 億５，３０１ 万円は、町税や地方交付税などの財源で賄っています。 

また、純行政コストを住民 1 人当たりに換算すると、１７４ 万円になります。 

経常費用において最もウェイトが高いのは、移転費用で３９％を占めます。

主なものは、各種団体に対する補助金、負担金など、特別会計などに対する他
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会計への繰出金、児童手当や医療費の助成などの社会保障関係経費となってい

ます。 

今後は、建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が

見込まれます。 

 

（３）一般会計等 純資産変動計算書（NW） 

 

① 純行政コスト：４０ 億５，３０１ 万円（前年度末３９ 億７，６９８ 万円） 

行政コスト計算書で計算された純行政コストに支出（または支出が確定）

した金額です。 

② 財源：３２億６，４６２ 万円（前年度末３０億７，３００万円） 

町税、地方交付税、国庫支出金、道支出金などの合計です。 

③ 固定資産等の変動 

有形固定資産、貸付金・基金などの増減額です。 

④ 無償所管換等：▲１．２万円 （前年度末０.１ 万円） 

無償所管換等は、無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額などの金額です。 

 自　平成31年4月1日
 至　令和2年3月31日

一般会計 （単位：千円）

前年度末純資産残高 28,239,228 △ 5,102,810
純行政コスト（△） △ 4,053,008
財源 3,264,618

税収等 2,710,102
国県等補助金 554,516

本年度差額 △ 788,390
固定資産等の変動（内部変動） △ 738,520 738,520

有形固定資産等の増加 404,760 △ 404,760
有形固定資産等の減少 △ 1,033,755 1,033,755
貸付金・基金等の増加 606,053 △ 606,053
貸付金・基金等の減少 △ 715,579 715,579

資産評価差額 -
無償所管換等 △ 12
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 738,533 △ 49,869

本年度末純資産残高 27,500,696 △ 5,152,679

【様式第３号】

純資産変動計算書

23,136,418
△ 4,053,008

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

3,264,618
2,710,102

554,516

△ 788,402
22,348,016

-

△ 788,390

△ 12
-
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令和元年度末の純資産は２２３ 億４，８０２ 万円で、住民 1 人当たりに換

算して９５７ 万円となっています。 

固定資産等の変動が減額となっていることから、住民サービスのための資産

が減少していることがわかります。今後の減価償却費、維持補修費などの行政

コストの増加や、将来の施設や設備の更新なども考慮した行政運営の在り方を

検討していく必要があります。 
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（４）一般会計等 資⾦収⽀計算書 （CF） 

 

 自　平成31年4月1日
 至　令和2年3月31日

一般会計 （単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

616,677
-

本年度資金収支額

701,551

△ 2,330

517,385

462,384
4,850

132,030
-

733,676

926,493
28,450

-

-

417,698

1,004,024

1,061

18,907

【様式第４号】

資金収支計算書

3,350,992
1,668,704

119,066

12,210
1,682,288
1,047,606

215,922

3,519,718
2,711,193

554,516
134,942

科目 金額

-
-
-

404,760

-
-

145,296

-

-
569,473

前年度末資金残高 120,281
本年度末資金残高 117,951

517,385
-

616,677

168,726

△ 270,348

99,292

117,951
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① 業務活動収支：１億６,８７３ 万円（前年度末▲１，４７１ 万円） 

町の行政の経常的活動に伴い毎年度、継続的に収入、支出される収支額

です。 

② 投資活動収支：▲２億７,０３５ 万円（前年度末▲９，９１３ 万円） 

土地、建物、道路などの社会資本形成や、基金、貸付金などの収支額で

す。 

③ 財務活動収支：９，９２９ 万円（前年度末▲１，５３６ 万円） 

町債や一時借入金利子などの収支額です。 

④ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）： 

１，８６６ 万円 （前年度末１億３，５６４ 万円） 

業務活動収支と投資活動収支、前年度末資金残高の合計になります。数

値がプラスであれば、現在の行政サービスにかかる費用が将来の世代に

先送りすることなく、現在の税収などで賄われていることを示し、マイ

ナスであれば、町債などの借入れをしなければ費用が賄えないことにな

ります。 

 

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される業務活動収支で

は、１億６,８７３ 万円の余剰が生じ、資産形成や基金の積立金、繰入金など

の収支である投資活動収支は２億７,０３５ 万円の不足となったため、前年度

末資金残高を加えた基礎的財政収支は、１，８６６ 万円となっています。   

業務活動収支がプラスであることから比較的堅調な行政運営を行っていると

いえます。 

財務活動収支が９，９２９ 万円とプラスであることは、地方債残高の増加を

示しており、将来世代への負担先送り額が増加していることになります。 
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３、令和元年度 陸別町全体会計 

（１）全体会計 貸借対照表（BS） 

 
                     

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

繰延資産

-

-
2,109

3,271,687
-

815,894

1,105

4,407,651
1,135,964

28,975,330 5,699,779
22,928,684 5,089,798

-

【様式第１号】

科目 科目 金額金額

全体貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

-

△ 7,351,095 779,981
1,639,626 696,220

9,481,359 -
865,806 609,981

2,953,116

-

189,790 -

-

-
12,532,184

83,761
- -

△ 1,173,167

29,613,262

-

-
負債合計

- -
- -

-

6,479,760

-

20,911

-
△ 1,575,626

-

△ 19,922,120
-
-

1,301,642
△ 767,742
32,175,743

△ 6,301,798
14,888

12,998,224

1,386,004

2,024,727

20,310

6,046,646

-
-

1,365,694
-

251,864

△ 982

176,856

637,932
-

-
-

-
637,932

資産合計 負債及び純資産合計 29,791,224
純資産合計 23,311,464-

29,791,224
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 総  額（億円） 町民ひとりあたり（万円） 

資産 ２９７．９ 

（３０５．９） 

１，２７６.４ 

（１，２９７．４） 

負債 ６４．８ 

（６５．６） 

２７７．６ 

（２７８．０） 

純資産 ２３３．１ 

（２４０．４） 

９９８．８ 

（１，０１９．４） 

※令和２年３月末の人口 2,334 人。 

※（ ）内は前年数値（前年 3 月末の人口 2,358 人） 

 

貸借対照表では、陸別町の全資産２９７億９ 千万円のうち２３３億１ 千万

円の支払いが済んでおり、６４億８ 千万円が次世代の負担となっておりますが、

資産が負債の４.６倍あり町の財政の健全性が確保されているといえます。 

今後は、事業用資産やインフラ資産の老朽化等による、大規模改修などの経

費が増加し、町債の借入増加が見込まれます。財政の健全性のためには、資産

と債務を考慮した財政運営を行っていく必要があります。 
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（２）全体会計 ⾏政コスト計算書 （PL） 

 

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

全体行政コスト計算書

科目 金額

29,624

5,146,419

3,238,230

869,577

810,123

292

100,590

214,255

2,781

2,288,589

83,761

△ 53,931

7,334

80,064

55,052

177

24,834

1,908,189

1,689,438

4,804,102

215,970

342,317

1,037,363

128,062

1,150,345

4,793,488

-

7,334

-

-

17,948

11,926

6,022

-
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令和元年度の経常費用の合計額は５１億４，６４２ 千万円で、行政サービス

利用に対する対価として住民のみなさんが負担する使用料や手数料などの経常

収益の合計額は３億４，２３２ 万円となっています。 

この額にそれぞれ臨時損失、臨時利益を加えた合計の収支である純行政コス

ト４７ 億９，３４９ 万円は、町税や地方交付税などの財源で賄っています。 

また、純行政コストを住民 1 人当たりに換算すると、２０５ 万円になります。 

経常費用において最もウェイトが高いのは、移転費用で３９．８％を占めま

す。主なものは、各種団体に対する補助金、負担金など、特別会計などに対す

る他会計への繰出金、児童手当や医療費の助成などの社会保障関係経費となっ

ています。 

今後は、建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が

見込まれます。 
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（３）全体会計 純資産変動計算書（NW） 

 

 

令和元年度末の純資産は２３３億１，１４６ 万円で、住民 1 人当たりに換算

して９９９ 万円となっています。 

固定資産等の変動が減額となっていることから、住民サービスのための資産

が減少していることがわかりますが、今後の減価償却費、維持補修費などの行

政コストの増加や、将来の施設や設備の更新なども考慮した行政運営の在り方

を検討していく必要があります。 

  

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高 30,419,182 △ 6,382,837 -

純行政コスト（△） △ 4,793,488 -

財源 4,068,619 -

税収等 3,180,655 -

国県等補助金 887,964 -

本年度差額 △ 724,869 -

固定資産等の変動（内部変動） △ 805,908 805,908

有形固定資産等の増加 444,992 △ 444,992

有形固定資産等の減少 △ 1,164,660 1,164,660

貸付金・基金等の増加 630,474 △ 630,474

貸付金・基金等の減少 △ 716,713 716,713

資産評価差額 -

無償所管換等 △ 12

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

その他 - -

本年度純資産変動額 △ 805,920 81,039 -

本年度末純資産残高 29,613,262 △ 6,301,798 -

-

-

-

△ 12

【様式第３号】

全体純資産変動計算書

24,036,345

△ 724,869

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

△ 724,881

23,311,464

他団体出資等分
合計科目

△ 4,793,488

4,068,619

3,180,655

887,964

-
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（４）全体会計 資⾦収⽀計算書 （CF） 

 

 

自　平成31年4月1日

至　令和2年3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

-

1,068,321

176,856

887,964

132,030
-

734,243

-

△ 23,379

△ 334,078

-
-
-

214,255
128,062

-
-
-

本年度資金収支額

【様式第４号】

全体資金収支計算書

2,781

4,048,858
2,140,669

922,538
1,138,245

科目 金額

55,052
24,834

1,908,189
1,689,438

215,970

4,413,415
3,183,134

本年度末資金残高 176,856
前年度末資金残高 169,758

364,557

-
570,040

18,907

7,099

486,450
4,850

145,296

654,856

444,992

654,856
-

631,477
631,477

-
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行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される業務活動収支で

は、３億６，４５６ 万円の余剰が生じ、資産形成や基金の積立金、繰入金など

の収支である投資活動収支は３億３，４０８ 万円の不足となったため、前年度

末資金残高を加えた基礎的財政収支は、３億３，４０８ 万円となっています。   

業務活動収支がプラスであることから比較的堅調な行政運営を行っていると

いえます。 

また、投資的活動収支がマイナスとなっていますが、これは固定資産の取得

や基金の積立などを積極的に行っているためです。 

財務活動収支が▲２，３３８ 万円とマイナスであることは、地方債残高の減

少を示しており、将来世代への負担先送り額が減少していることになります。 

 


